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2010年5月8日

日本電信電話株式会社
代表取締役副社長

宇治 則孝

新サービスの創造
～ＩＣＴイノベーションで拓く未来～
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ＩＣＴと関連するビジネスの潮流

サービス融合

パラダイムシフト

グローバル化
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通信市場のパラダイムの転換

プレイヤープレイヤー 国内の通信キャリア国内の通信キャリア 海外のグローバルプレイヤーを含め
多くのプレイヤーが割拠

海外のグローバルプレイヤーを含め
多くのプレイヤーが割拠

市場市場 ネットワークサービス（電話）ネットワークサービス（電話） コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ディジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化）

コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ディジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化）

ネットワークネットワーク

音声

固定

電話、Ｆａｘ

交換機

コンテンツ・
アプリケーション

コンテンツ・
アプリケーション

端末端末

国内通信キャリア

電話

多様なグローバルプレイヤー

インターネット

固定 移動

ＩＳＰ

携帯パソコン

家電（テレビ等）

ルータ サーバ

ポータル・検索
電子商取引

コンテンツ配信
ブログ・SNS、SaaS等

コンテンツ・アプリ

Google
Apple
Amazon, 等
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モバイルの進展

モバイル契約数は４６億、固定の１２億を大きく上回り、更に拡大する見込み

経済成長を遂げる新興国（ＢＲＩＣｓ等）や途上国（アフリカ等）ほど、その傾向は顕著
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アジア・中東（日本除く）
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中南米

円グラフは、固定・モバイルの契約数比率
<2008年実績>

モバイル固定

8%

92%

アフリカ

（出典）ITU World Telecom/ICT Indicators (99-08)、ITU The World in 2009 Facts and Figures

契約数の推移（世界合計）
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ネットワークでは、固定・移動とも、通信速度が１５年で１，５００倍

ネットワークの進化

（bps）

サービス

電話
ＩＳＤＮ
（64K）

ＰＨＳ
（64K）1M

30M

100M

1G

3.5Ｇ携帯
（7.2M）

４Ｇ
（1G）

ＦＴＴＨ
（1G）

3.9Ｇ
[ＬＴＥ]
（100M）

モバイル

ＦＴＴＨ
（100M）

固定

３Ｇ携帯
（384K）

動画配信動画配信音楽配信音楽配信音声音声 メールメール 画像画像

1,500倍（64K→100M）／１５年

1,500倍（64K→100M）／１５年

ADSL
(1.5M～）

相互作用

通信速度

1985年

LTE：Long Term Evolution（3.9世代携帯電話）
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日本のブロードバンドの普及（固定）

出典：総務省

百万

FTTH
１，７２０万
NTT：1,２８０万（74%）

DSL
１，０１０万
NTT：３５０万（35%）

CATV
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
４３０万

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７２００２ ２００８

ブロードバンドは光の時代へ

世帯普及率
３３％

世帯普及率
６０％ 54％

14％

32％

ブロードバンド全体
３，１７０万

ＮＴＴ：1,６３０万(５１%)

ブロードバンド全体
３，１７０万

ＮＴＴ：1,６３０万(５１%)

２００９

２００９年１２月末時点



Copyright(c) 2010 日本電信電話株式会社 7

0

20

40

60

80

100

120

02/03 03/03 04/03 05/03 06/03 07/03 08/03 09/03

日本のブロードバンドの普及（移動）

出典：ＴＣＡ

百万

３Ｇ
１０，６２０万
NTT：5,２０0万（49％）

２Ｇ
４４０万
NTT：３４０万（77%）

携帯電話全体
１１，０６０万

ＮＴＴ：5,540万(50%)

携帯電話全体
１１，０６０万

ＮＴＴ：5,540万(50%)

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７２００２ ２００８

96％

4％

２Ｇから３Ｇ（ブロードバンド）への移行が進む

人口普及率
８４％

人口普及率
８７％

２００９

2011年度末にサービス終了予定

２００９年１２月末時点
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日本 韓国 米国 ドイツ フランス イギリス
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諸外国のブロードバンドサービスの動向
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0％

3,093 1,594 1,868 2,404 1,7748,117

光ファイバ DSL ｹｰﾌﾞﾙ・他
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/
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3.7

5.2
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10

0

1Mb/sあたり料金

出典：契約数：OECD Broadband subscribers per 100 inhabitants, by technology, June 2009
1Mbpsあたり料金：ITU World Information Society Report2007

7

【単位：万契約】
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ＩＣＴ利活用状況

ホーム
・

オフィス

教育

行政

医療

校内ＬＡＮ
整備率

所得税の
電子申告率

電子カルテ
導入率

（診療所のみ）

インターネット
人口普及率

約６４％

約３１％

約８％

利用シーン

約７３％

約９４％

約６０％

約２６％

約７２％

約８７％

約５０％

約９４％

約７６％

約１００％

約８０％

約８５％

参考指標

※企業のネット利用率は約９９％

≒

ギャップ

約７５％

 積極的なICTの利活用促進が必要
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出典：世界経済フォーラム（WEF）、ネットワーク化準備度指数（NRI）

韓国

日本

米国

スウェーデン

デンマーク

2009 Top10

1. スウェーデン
2. シンガポール
3. デンマーク
4. スイス
5. 米国
6. フィンランド
7. カナダ
8. 香港
9. オランダ
10. ノルウェー

日本のICTの国際競争力

シンガポール

「環境（市場、政治・規制、インフラ）」
「対応力（個人、企業、政府）」
「利用（個人、企業、政府）」3つの要素でICT利用率を比較
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イノベーション
of ICT

イノベーション
by ICT

これから必要なイノベーション

映像通信映像通信

光ブロードバンド光ブロードバンド

携帯電話携帯電話

ＩＣＴによる

サービス融合

ＩＣＴによる

サービス融合

これからは、
ＩＣＴにより生活や仕事
のスタイルを革新する
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ＩＣＴと他の業界との連携（サービス融合）

交通とICT

放送と通信

家電とネット

エネルギーとICT

行政とICT

医療とICT

教育とICT
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放送と通信 ～ひかりＴＶ～

放送局
中継センタ

STB

ハイビジョン画質の映像配信
地上波の再送信
VOD、カラオケサービス

家庭

契約者数：100万人

本放送の先行配信を開始。見逃し視聴と合わせて、TVの楽しみ方を拡大

 HDコンテンツの拡大に加え、年内に３Dコンテンツの配信開始を予定
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自宅

家電とネット ～ホームICTサービス基盤～

外出先からの施錠確認

エネルギー使用の可視化

健康データの送受信

ガス遠隔検針・遮断

ライフサポートサービス（例）

外出先から家電等の制御

・
・
・
・

サービス事業者
（パートナー）

家電メーカー

住宅関連メーカー

ガス会社

・
・
・
・

センタサーバ

ネットワーク

HGW/
SGW

家電・オフィス機器をネットワークにつなぎ、防犯・防災、ヘルスケア、省エネなど
分野で、安心・安全・便利な家庭・オフィス環境を実現

様々な業種・業態のパートナと連携を可能とするホームICT基盤を提供
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エネルギーとICT ～スマートグリッド～

従来の電力供給従来の電力供給

スマートグリッド

分散電源から電力の逆潮
（電力は双方向）

供給側 需要側 供給側 需要側

電力線

通信線

電力線

電力は一方向

相互に連携

ネットワーク

双方向通信

エネルギーインフラとＩＴインフラの連携エネルギーインフラとＩＴインフラの連携

エネルギーインフラとＩＣＴインフラが連携して、電力供給をＩＣＴにより最適に
制御・運営することで、再生エネルギーの導入促進、エネルギー効率の向上を実現
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市役所市役所

総合行政システム

地方税 国保/年金住民記録

納税
データ

住民
データ

健診
データ

給付
データ

認証基盤認証基盤

職員ＰＣ 自動交付機

民間事業者

服薬
データ

診療
データ

運動
データ

バイタル
データ

診療情報ＤＢ
総合健康情報

ＤＢ

医療・健康行 政

モバイルモバイル

ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ等ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ等

自宅自宅

携帯 ＰＣ

ﾌｨｯﾄﾈｽ
ｸﾗﾌﾞ等

ﾌｨｯﾄﾈｽ
ｸﾗﾌﾞ等

認証基盤認証基盤

ＥＨＲ連携基盤ＥＨＲ連携基盤

病院・診療所、
調剤薬局

病院・診療所、
調剤薬局

ポータル

「就学援助申請手続」
のＢＰＲ例

（従来） ２０工程
↓

（ＢＰＲ後） ２工程

浦添市医師会、
薬剤師医師会

 行政： 業務のＢＰＲとＩＣＴによるシステム統合

 医療： ＩＣＴによる医療・健康情報の利用拡大・サービス拡充

行政とＩＣＴ ～総合行政システム 沖縄県浦添市～
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都市部の医療機関都市部の医療機関

医師

看護師拠点看護師拠点・バイタルデータ蓄積

・血液データ蓄積
看護師

遠隔保健指導 ～岩手県遠野市など～

 ＩＣＴを活用した住民への健康指導を実施

公民館公民館

住民

バイタルデータ（血圧、体重、
歩数等）を計測、送信

個人データのグラフ表示

医師・看護師との健康相談

医療とＩＣＴ ～遠隔保健指導～

17
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デジタル
教科書

デジタル図書館、
博物館、等

教育用デジタルコンテンツ

講義映像

小・中・高等学校

校内ＬＡＮ

タブレットＰＣ／電子書籍

電子黒板

ｅラーニング

家庭 生徒

保護者

遠隔家庭訪問

緊急メール配信

社会人教育

学習塾・予備校

生徒

講師

遠隔講義

大学・専門学校

教育とICT ～教育用コンテンツのデジタル化～

デジタル技術の活用により、学習意欲や学力の向上が可能

① 広範で正確な情報を瞬時に活用できるため、学習教材の質、量の充実を図る
② ＩＣＴによるビジュアルと動画イメージ等を活用して、学習効果が高まる
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ＩＣＴ利活用による新たな社会システムの創造

スマートコミュニティ

家庭
電気自動車

ホームＩＣＴ

オフィス

エネルギー管理
環 境

ＩＣＴとの融合ＩＣＴとの融合

新たな社会システムの創造新たな社会システムの創造

地域医療連携
電子カルテ

医 療
遠隔医療

ＩＴＳ

路車間通信

交 通

車車間通信

ＩＣＴ教育

教 育
電子教科書

校内ＬＡＮ

電子黒板

ｅラーニング

行政ネットワーク

電子政府

行 政

自治体
ポータル

行政、教育、医療等の分野で ＩＣＴを利活用した社会システムの実現に向けて貢献
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教育教育

ｴﾈﾙｷﾞｰｴﾈﾙｷﾞｰ

交通交通

環境環境

医療医療

農水産 等農水産 等

Ｐｏｗｅｒｅｄ ｂｙ ＩＣＴ

国内成功モデルをグローバル展開へ

 新たな社会システム・インフラの創造 ⇒ 国内の成功モデルをグローバル展開

国内の成功モデルを

グローバル展開

高速・低廉な
世界最先端の

ブロードバンドインフラ

社会的課題の克服（少子高齢化等）

と新しい社会システムの創造

世界から多様な人材、

資金・資源を誘引

利活用

<規制見直しとセット>

ハードやサービスの単独でのグローバル展開に加えて、ＩＣＴを活用した新たな社会システ
ム（社会インフラ）を創造し、経済成長と社会的課題の解決を図り、「課題解決先進国」
として国際競争力を強化

相手国の経済状況
や文化・ニーズとの
マッチング

ユニバーサルデザイン
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サービス創造へ向けての取り組み姿勢

「オープン」と「コラボレーション」

オープンなネットワーク接続

異業種・他業界の皆様とのコラボレーション

Ｒ＆Ｄにおけるオープンイノベーション

アライアンス

産学官連携

大学との包括連携



Copyright(c) 2010 日本電信電話株式会社 22

２０１０年 ２０１２年２００８年

固定／移動ともに
フルＩＰのネットワーク

基盤を構築

固定／移動ともに
フルＩＰのネットワーク

基盤を構築

ＬＴＥのサービス開始

●地域ＩＰ網からＮＧＮ
へのマイグレーショ
ン完了

●２Ｇのサービス停止
（周波数再編）

ＮＧＮサービス
の商用化

ＮＧＮサービス
の商用化

ブロードバンド・
ユビキタスサービスの

本格展開

ブロードバンド・
ユビキタスサービスの

本格展開

既存ＩＰ網から
ＮＧＮへのマイグ
レーション完了

２０１１年

ＮＧＮを現行光アクセス
サービスのエリアまで拡大

２００９年

ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開方針

サービス融合
の本格化ＮＧＮ・３Ｇのネットワーク

サービスの追加・充実

アプリケーションプロバイ
ダ等との連携によるサー
ビス創造

新中期経営戦略 『サービス創造グループを目指して』
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少子高齢化

グローバル化への対応

環境負荷の軽減

経済・金融危機 デジタル・ディバイド

個人の豊かな
ライフスタイル
個人の豊かな
ライフスタイル

ビジネスの創造
生産性の向上
ビジネスの創造
生産性の向上

個人・企業の
グローバルな活躍

個人・企業の
グローバルな活躍

社会の
持続的な成長

社会の
持続的な成長

コミュニティ
の活性化
コミュニティ
の活性化

社会・経済社会・経済の発展の発展

社会・経済的課題社会・経済的課題の解決の解決

ＩＣＴイノベーションで拓く未来

ＩＣＴ利活用
（ＩＣＴイノベーション）
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ご清聴いただき、ありがとうございました


